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研究成果のポイント 
・妊娠中にパートナーや家族による家事や育児の支援が十分ではないと答えた妊婦は、支援が十分にあ

ると答えた妊婦と比較して、産後うつ病疑いが出現する割合が高かった。 
・世帯年収が高位（600 万円以上）でも、支援が少ない妊婦では、世帯年収が低位（400 万円未満）の群

と同様に、産後うつ病疑いが出現する割合が高かった。 

研究成果の概要 
 妊産婦の精神的健康に関する研究に取り組んでいる、本学の食と健康学類の小林道教授らは、妊娠中

のパートナーや家族の支援が、産後うつ病疑いと関連することを明らかにしました。 
 妊産婦のうつ病（周産期うつ病）は、妊産婦の 7 人に 1 人が患うと推計されています。産後うつ病は

産後 4 週間以内に発生する可能性があり、女性における重要な健康課題となっています。世帯年収が低

いことは、物質的な制限や医療サービスなどの制限の原因となるため、精神的健康のリスクとなること

が知られています。しかし、パートナーや家族の支援などを含めた研究は実施されていませんでした。 
本研究は、2019 年 7 月～2022 年 7 月に江別市在住の妊婦 645 名を研究対象として自記式質問紙調査を

実施し、妊娠中のパートナーや家族の支援状況と、産婦健診での産後うつ病疑いを評価しました。 
結果として、世帯年収の低位群で産後うつ病疑いの割合が高くなるだけでなく、妊娠中の支援が少な

い群では、世帯年収の高位群であっても、産後うつ病疑いの割合が高くなることが明らかになりました

（調整オッズ比と 95％信頼区間：3.08, 1.18–8.06）。妊娠中に抑うつ症状が認められた人を除いた解析で

も同様の結果でした（調整オッズ比と 95％信頼区間：3.64, 1.22–10.90）。 
妊娠中のパートナーや家族からの支援は、経済的な要因に関係なく、産後うつ病の改善に役立つ可能

性があります。論文は 3 月 17 日に国際学術雑誌 Psychology, Health & Medicine 電子版に掲載されました。 



 

 

 
研究の意義 
 国立社会保障・人口問題研究所「第７回全国家庭動向調査」によると、妻の１日の平均家事時間は、

夫の約５倍と報告されています（平日：夫 47 分、妻 247 分、休日：夫 81 分、妻 276 分）。世帯年収の高

い世帯は、夫婦共働きが多いと考えられるため、働いている女性の家事や育児の負担が大きいことが本

研究の結果を裏付けている可能性があります。 
産後うつ病は、出産後の子どもとの関係にも悪影響を及ぼすことが報告されており、母親の健康と子

どもの健やかな成長のためにも、妊娠女性の精神的健康を保つためのケアは重要です。本研究の結果か

ら、妊娠中には、パートナーや家族が家事や育児の支援をしやすくする仕組みづくりを推進する必要が

あると考えます。 
以前、我々はパートナーや家族の支援が妊娠中の抑うつ症状に関連することを報告しており、今回の

研究では、産後うつ病との経時的な関連を明らかにすることができました。一方で、パートナーや家族

の支援の評価は、研究参加者の主観に基づくものであり、パートナーや家族の雇用状況など、支援に関

わる情報は取得できていません。今後の研究では、パートナーや家族の支援の状況を客観的に評価し、

産後うつ病との関連を検討する必要があると考えます。 
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